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 安全性につきましては、自社検査や自社評価により当社として全ての不適切行為

事案で影響がなかったと判断しておりますが、最終的にお客様に説明のうえ、ご判

断いただくよう進めております。

再発防止策概要 〈不適切行為の是正状況〉

説明状況 対象 説明済 （うち）ご了承済

お客様数
（延べ会社数）

4,106社 4,106社 4,104社（99%）

（2024年12月10日付）

 特別調査委員会の調査によって報告された不適切行為214件につきましては、

2024年4月25日を持ちまして、すべての是正が完了しました。



再発防止策の全体像
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1. 調査結果および再発防止の報告・共有

2. 経営改革の推進

3. 内部統制機能の強化

（１）従業員説明

（１）グループ・ガバナンス体制の再構築 – グループ連携の強化

（２）当社とグループ会社の関係再構築

（３）グループでの経営課題・リスクへの対処

（４）営業・開発・製造・品質保証・各部門による組織横断的な対応

（５）品質保証体制の再構築

①当社品質保証体制の強化

②品質監査の強化

③グループ全体での品質保証体制の強化と整備

（１）取締役会の監督のもとでの、実行的な内部統制システム構築・運用

（２）企業風土の改革

（３）情報の報告・連携の強化

（４）コンプライアンス強化活動の推進

（２）顧客説明 （３）責任の所在 （４）未調査事業所の調査

（６）不断の検証

（７）当社取締役会による監督強化

④グループ子会社間の協力と相互牽制の体制整備 ※④については③と統合

⑤品質保証機能への経営資源投下

（５）内部監査部門の強化

（６）内部通報制度改革

（７）外部リソースの活用



「実施中」 対策を開始し実施中、今後範囲・定着状況確認（16項目）
「検討中」 対策の方向性・内容等を検討中（1項目）
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【進捗状況凡例】

再発防止策概要の詳細につきましては、添付資料「［表2］再発防止の進捗（2024年12月版）」をご参照ください。

【完了目標】 見直し・更新・訂正した項目を オレンジ色 にて記載

再発防止策概要

経営改革の推進
（１）グループ・ガバナンス体制の再構築 -グループ連携の強化-

子会社のグルーピング 実施中 2025年3月

（５）品質保証体制の再構築

グループ全体での品質保証体制の強化と整備
体制・ルールの整備 実施中 2025年3月

品質保証機能への経営資源投下
適正人員の把握の指導・支援
検査機器の自動化推進

実施中
実施中

2025年3月
2025年3月

【完了目標】【進捗状況】

③

⑤

（６）不断の検証

再発防止策の検証
進捗管理および効果検証、進捗状況の公表 実施中 2026年3月



（２）企業風土の改革

新しい企業理念が役職員へ浸透、定着するための取組み

経営者-従業員の対話（拠点長会議・職場行脚）

浸透、定着のモニタリング（匿名従業員サーベイ3回目以降）

忌憚なく声を上げられる風土づくり 経営者-従業員の対話（拠点長会議・職場行脚）

企業風土改革のモニタリング 匿名従業員サーベイ（3回目以降）

実施中

実施中

実施中

実施中

2026年3月

2026年3月

2026年3月

2026年3月

②

③

④

内部統制機能の強化

（３）情報の報告・連携の強化

声を上げる会議（拠点長会議）

社長と従業員の対話（職場行脚）

コンプライアンス・ミーティングの活性化

管理職への研修強化（学習管理ｼｽﾃﾑ導入等、e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ開始）

実施中

実施中

実施中

実施中

2026年3月

2026年3月

2025年9月

2025年3月

（５）内部監査部門の強化

第３ラインによる第１・第２ラインの監査 実施中 2026年3月

①

②

③

⑥

（７）当社取締役会による監督強化

計画的な後継者育成・登用

取締役会運営面での改善

実施中
実施中

2025年6月
2025年6月

【完了目標】【進捗状況】
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1. 調査結果および再発防止の報告・共有

2. 経営改革の推進

3. 内部統制機能の強化

（１）従業員説明

（１）グループ・ガバナンス体制の再構築 – グループ連携の強化

（２）当社とグループ会社の関係再構築

（３）グループでの経営課題・リスクへの対処

（４）営業・開発・製造・品質保証・各部門による組織横断的な対応

（５）品質保証体制の再構築

①当社品質保証体制の強化

②品質監査の強化

③グループ全体での品質保証体制の強化と整備

（１）取締役会の監督のもとでの、実行的な内部統制システム構築・運用

（２）企業風土の改革

（３）情報の報告・連携の強化

（４）コンプライアンス強化活動の推進

（２）顧客説明 （３）責任の所在 （４）未調査事業所の調査

（６）不断の検証

（７）当社取締役会による監督強化

④グループ子会社間の協力と相互牽制の体制整備 ※④については③と統合

⑤品質保証機能への経営資源投下

（５）内部監査部門の強化

（６）内部通報制度改革

（７）外部リソースの活用

品質保証 主な取組み

2023年6月～2024年12月 取組み内容



事業管掌役員の兼務 品質保証統括室長 専任役員 （2023年3月29日～）

（なし）
品質保証統括室長
サポート体制

外部アドバイザリースタッフの登用（2023年5月～）
（体制再構築のサポート、不適切行為の是正処置内容の確認・
助言・指導、当社グループ全体の対策についての助言・指導）

委員長:品質保証統括室長
委員:品質保証部門長

品質委員会
品質問題を全社的に取組む体制へ（2022年4月～）
委員長:NLMHD社長
委員:事業責任者(事業部長・子会社社長)

（なし）
品質保証

実務担当者会議
品質保証部門長を実務担当者として年４回実施（2022年4月～）

（なし）
レポートラインの

複線化
社外取締役・監査役への重大品質問題速報の報告（2023年6月～）

（なし） 月次の情報共有 品質月報による品質委員・実務担当者への情報共有（2023年8月～）

（なし） 各社・部門担当制 各社・事業部門に品質保証統括室員の担当割当（2024年1月～）
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①当社品質保証体制の強化

講習・教育

再発防止 【経営改革の推進(5)品質保証体制の再構築①】

Before After 品質優先の姿勢を明確にして実践中



（なし）品質診断
2名×4時間

品質保証統括室のみ
品質監査

品質監査の導入（2021年10月～）
5～10名×2日間
品質保証統括室
＋事業グループ
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再発防止 【経営改革の推進(5)品質保証体制の再構築②③】

Before After

②品質監査の強化③グループ全体での品質保証体制の強化と整備

品質保証統括室

子会社・事業所

診断

【参考】経営改革の推進事業組織のグルーピング

品質監査の事業組織のグルーピング



採取方向を手書 日本軽金属
名古屋工場

JIS試験片採取方向
厳守

方向を検知する刻印機での打刻

試験結果を手入力

日本軽金属
名古屋工場
引張試験結果
改ざん防止

システム化による試験結果の自動転送

デジタル化・効率化 DX技術の定着 共通化➡組織化・最適化

2007年度(基準)
品質保証統括室の

人員増
2024年12月 5倍
【専門的知見を有する経験者の採用】
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再発防止 【経営改革の推進(5)品質保証体制の再構築⑤】

Before After

⑤品質保証機能への経営資源投下の事例



再発防止 【内部統制機能の強化(2)企業風土の改革】
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2024年度に品質方針を全面見直し、会社として上位から「変えていく」姿勢を示すため
日本軽金属HDホームページ https://www.nikkeikinholdings.co.jp/index.html

「会社情報」に今まで明示していなかった「品質方針」ページを追加（2024年5月28日）

https://www.nikkeikinholdings.co.jp/index.html


再発防止 【内部統制機能の強化(2)企業風土の改革】
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# 年度 日付 場所 講師 講演名

1 2021年11月30日

2 2021年12月7日

3 2021年12月23日

4 2022年11月29日

5 2022年12月12日

6 2023年8月7日 オンライン 外部講師 違反事例から学ぶコンプラアライアンス

7 2024年3月15日

8 2024年3月18日

9 2024年8月21日 オンライン 外部講師 品質不正・不祥事防止

10 2024年10月9日

11 2024年10月18日

2021年度

2022年度

2023年度

2024年度

外部講師 品質コンプライアンス講演

外部講師 行動科学の視点から倫理学を考えるオンライン

オンライン

拠点長会議
外部アドバイザリー

スタッフ
品質確保と未然防止

拠点長会議 外部講師 品質コンプライアンス講演

全社員向けの品質教育・講演の実績



実施者 社長・取締役

対象 拠点長（※）

目的

• 忌憚なく声を上げられる風土づくり
(直接声を上げる場)

• 経営者と拠点長の情報・意見交換
• 拠点長からの現場の現況報告
• 拠点長による職場への伝達

(拠点長400名✕20名/職場＝8000名)
• 拠点長間の繋がり活性化

計画 200名/回 ✕ 2回/月

参加人
数

2024年4月～12月 2,462名
2023年度 3,637名

累計 6,099名

実施者 社長・取締役

対象 従業員（拠点長除く）

目的

• 忌憚なく声を上げられる風土づくり
(直接声を聴く場)

• 経営者と従業員の直接対話
• 経営者の意思、熱意の伝達
• 従業員、職場実態への理解深耕
• 従業員間の繋がり活性化

計画 20名/回 ✕ 400回=8,000 名

開催回数
参加人数

2024年4月～12月 56回 1,108名
2023年度 86回 1,542名

累計 142回 2,650名

※工場長、支店長、営業所長のほか、従業員20名以上の拠点については20名ごとに１名の代表者

拠点長会議の実施 職場行脚の実施

主な取組み

忌憚なく声をあげられる風土づくり（継続中）
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拠点長会議 職場行脚



今後の予定

 再発防止の取組みの進捗状況につきましては、当社ホームページを通じて

今後も継続的に公表させていただきます。

 再発防止を着実に実施し、ステークホルダーの皆様の信頼回復にグループを

挙げて取り組んでまいります。
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